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DISCLOSURE



　日頃より、皆様には格別のご愛顧を賜り、厚くお礼申し上げます。
　当金庫は、地元の中小企業者や住民の皆様が会員となって、「地元でお預けいただいた大切なお金は、地元の皆様に
お役に立つためにお使いいただく」という地元金融機関としての役割を果たすべく、地域経済の持続的発展に努めてお
ります。また、金融機能の提供にとどまらず、文化、環境、教育といった面も視野に入れ、広く地域社会の活性化に取り組
んでおります。

■ 地域とのふれあいと社会貢献活動

お客様／会員

高鍋信用金庫
常勤役職員：247人
店　舗　数：22店

出資金
2,016百万円

預金積金
283,052百万円貸出金

111,601百万円

地域貢献活動

高鍋信用金庫営業地域
宮 崎 県　　児湯郡・日向市・東臼杵郡門川町・東臼杵郡美郷町・東臼杵郡諸塚村・東臼杵郡椎葉村・東諸県郡・
　　　　　　西臼杵郡高千穂町・西臼杵郡日之影町・西臼杵郡五ヶ瀬町・宮崎市・西都市・延岡市・小林市・えびの市・
　　　　　　都城市・日南市・串間市・西諸県郡・北諸県郡
鹿児島県　　姶良郡湧水町（旧吉松町に限る）

信 用 金 庫 の 制 度 会 員 資 格
　信用金庫は、一定地域内の中小企業者や地域住民を会員
とした、会員制度による協同組織の金融機関です。地域の
皆様が利用者・会員となって互いに地域の繁栄を図る相互
扶助を目的とした協同組織の金融機関であり、株主の利益
が優先され、大企業を主な取引先とする株式会社の銀行と
は制度・運用の面で異なる独自の性格を備えています。

　信用金庫の営業地域にお住まいの方・お勤めの方・事業所
をお持ちの方は会員になることができます。ただし、個人事
業者で常時使用する従業員が300人を超える場合、また、
法人事業者で常時使用する従業員が300人を超え、かつ
資本金が9億円を超える場合には、会員となることができま
せん。

　全店舗・全役職
員による各店舗近
隣の清掃活動を
実施しています。

　バイク後方のトランク面に『こ
ども110番』のステッカーを貼
り、営業活動のなかで幼児や小
学生などに注意しながら、下校
時などに不審者や変質者から子
供たちを守るよう心がけていま
す。

　地域の課題解決や、お客様の
お役に立てるために、各営業店
がそれぞれ独自に企画・実施する

『まごころ企画』を展開中です。

『たかしん感謝デー』　第2木曜日 『こども１１０番』

『地域とのふれあい』

高鍋信用金庫学童軟式野球大会
ベースボールジュニアフードバンク活動

職員が手作りで防災展示コーナを設置



※コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券5勘定尻
　（国債等債券売却益+国債等債券償還益－国債等債券売却損－国債等債券償還損－国債等債券償却）
※上記計数につきましては、仮決算のため監査法人による監査を受けておりません。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

■ 収益の状況

■ 預金・積金、貸出金残高の推移

■ 業績について

2022年9月末 2023年9月末 2024年9月末
業 務 純 益 215 71 297
実 質 業 務 純 益 215 71 297
コ ア 業 務 純 益 226 270 349
コ ア 業 務 純 益

（投資信託解約損益を除く。） 226 270 329

経 常 利 益 319 349 379
当 期 純 利 益 303 343 370

2023年9月末 2024年3月末 2024年9月末
預 金・積 金 282,720 281,870 283,052

要 求 性 預 金 129,829 127,939 130,668
定 期 性 預 金 152,891 153,932 152,384

2023年9月末 2024年3月末 2024年9月末
貸 出 金 112,054 110,690 111,601

割 引 手 形 46 63 44
手 形 貸 付 2,660 3,020 2,756
証 書 貸 付 101,598 99,933 101,180
当 座 貸 越 7,748 7,673 7,620

〔 預金・積金 〕
　2024年9月末の預金・積金残高は対前年同期（2023年9月末）
比332百万円の増加で0.12％の増加率となりました。科目別にみ
ると、当座預金・普通預金等の要求性預金が839百万円の増加で
0.65%の増加率となり、定期預金・定期積金の定期性預金が507
百万円の減少で0.33％の減少率となりました。

〔 貸 出 金 〕
　2024年9月末の貸出金残高は対前年同期（2023年9月末）比
453百万円の減少で0.40%の減少率となりました。科目別に見
ると、割引手形2百万円の減少で4.35％の減少率、手形貸付96
百万円の増加で3.61％の増加率、証書貸付418百万円の減少で
0.41％の減少率、当座貸越128百万円の減少で1.65％の減少率
となりました。

　事業者の中では不動産業が13.23%で最も高く、事業者以外では地方公共団体が12.40%、個人（住宅、消費、納税資
金等）が50.90％、となっています。

（注）　業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

■ 業種別貸出金の残高推移
2024年3月末 2024年9月末

残　高 構 成 比 残　高 構 成 比
製造業 1,385 1.25 1,720 1.54

農業、林業 2,575 2.32 2,681 2.40
漁業 735 0.66 608 0.54

鉱業、採石業、砂利採取業 2 0.00 2 0.00
建設業 5,214 4.71 4,830 4.32

電気、ガス、熱供給、水道業 1,565 1.41 1,439 1.28
情報通信業 80 0.07 83 0.07

運輸業、郵便業 759 0.68 703 0.62
卸売業、小売業 2,464 2.22 2,331 2.08
金融業、保険業 3,277 2.96 3,275 2.93

不動産業 14,905 13.46 14,769 13.23
物品賃貸業 155 0.14 128 0.11

学術研究、専門、技術サービス業 213 0.19 219 0.19
宿泊業 792 0.71 776 0.69
飲食業 1,923 1.73 1,729 1.54

生活関連サービス業、娯楽業 968 0.87 938 0.84
教育、学習支援業 427 0.38 529 0.47

医療、福祉 1,981 1.78 2,065 1.85
その他のサービス 2,436 2.20 2,109 1.88

小計 41,864 37.82 40,943 36.68
地方公共団体 12,192 11.01 13,840 12.40

個人（住宅、消費、納税資金等） 56,634 51.16 56,816 50.90
合　　　　計 110,690 100.00 111,601 100.00

（単位：百万円、％）



　内部統制とは「組織内部で法律違反や不正な行為が行なわれたり、ミスやエラーが発生したりすることを防ぎ、健全な組織
活動を維持していくための仕組み」であると解されます。
　そして、この仕組みを有効に機能させるためには、予め定められた適切なルールや基準、手続きに従ってすべての業務が正
しく遂行されることが必要であり、各種業務のリスクを洗い出したうえで、内部統制の整備状況や運用状況を継続的に監視お
よび評価していくことが重要なこととなります。
　当金庫におきましては、「内部管理基本方針」及びカテゴリー毎のリスク管理基本方針に基づき業務の適切性の確保を目
指し取り組んでおります。

　内部統制に基づくリスク管理体制を下図のように定め、主管部署を中心としたカテゴリー毎のリスク管理に取り組んでおり
ます。

■ 内部統制に基づくリスク管理体制

内部統制に基づくリスク管理体制図

■ 内部統制の強化に向けて

（2024年4月1日現在）

部店長・主任調査役会
（総合企画部）

業績検討会議�
（営業推進部）

融資勉強会�
（融資部）

事務担当者勉強会
（事務統括部）

緊急時対応委員会
（リスク統括部）

事務改善・監察委員会�
（事務統括部）

人事教育検討委員会
（人事部）

安全衛生委員会
（人事部）
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統括部署　リスク統括部

顧客保護等管理委員会
事務局　営業推進部

コンプライアンス対策委員会
事務局　リスク統括部

リスク管理委員会
事務局　リスク統括部

ALM 委員会
事務局　総合企画部

監査法人監 事 会

業務継続基本計画（対策本部） サイバーセキュリティインシデント対応組織

顧問弁護士

本部各部・営業店・関連会社・お客様



　自己資本比率は、経営の健全性・安全性を測る重要な指標の一つであり、2024年9月期における当金庫の自己資本比
率は14.03％となりました。国内で業務を行う信用金庫に求められている自己資本比率の4％を大きく上回っており、経
営の健全性を維持しています。

　当金庫では、経営の健全性を高めるために厳格な自己査定を実施しており、その結果金融再生法上の不良債権は1,859
百万円となりました。この融資先に将来もし倒産でもあった場合、当金庫の経営に影響が及ばないよう、引当金総額438
百万円にて、確実な担保・保証でカバーされている部分を含め80.84％の保全ができています。

1.

2.

3.
4.

5.

6.

7.
8.
9.

「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権
及びこれらに準ずる債権です。

「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない
可能性の高い債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しない債権です。

「要管理債権」とは、信用金庫法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額です。
「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険
債権」に該当しない貸出金です。

「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利とな
る取決めを行った貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「三月以上延滞債権」に該当しない貸出金です。

「正常債権」（Ｂ）とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「要管理債権」
以外の債権です。

「担保・保証等による回収見込額」（ｃ）は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
「貸倒引当金」（ｄ）には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支
払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為
替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその
有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

■用語の説明

■ 単体自己資本比率（国内基準）

■ 定量的な開示事項
・自己資本の充実度に関する事項

■ 信用金庫開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況

2024年3月末 2024年9月末
リスク・アセット 所 要 自 己 資 本 額 リスク・アセット 所 要 自 己 資 本 額

①信用リスクに対する所要自己資本の額 100,354 4,014 101,363 4,054
②オペレーショナル・リスク相当額を8％で
　除して得た額 6,159 246 6,159 246

③単体総所要自己資本額 106,514 4,260 107,522 4,300

2024年3月末 2024年9月末
① コア資本に係る基礎項目の額 15,512 15,904
② コア資本に係る調整項目の額 803 814
③ 自己資本額（ ① － ② ） 14,708 15,090
④ リスク・アセット等 106,514 107,522
⑤ 自己資本比率（ ③ / ④ × 100 ） 13.80 14.03

（単位：百万円、％）

（単位：百万円）

（単位：百万円、％）

（注）1.所要自己資本の額＝リスク・アセット×4％
　　2.当金庫は、基礎的手法によりオペレーション・リスクを算定しています。
　　3.単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

※単位未満切捨てのため合計が一致しない欄があります　

＜オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法＞
粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数
÷８％

・・その他有価証券で時価のあるもの

・・満期保有目的の債券で時価のあるもの

売買目的有価証券、子会社・関連会社株式は該当ございません。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

■ 有価証券の時価及び評価損益

2024年3月末 2024年9月末

時　価 時価差額 時　価 時価差額うち益 うち損 うち益 うち損
その他有価証券 98,979 ▲3,735 613 4,349 99,316 ▲4,638 355 4,993

株 　 　 式 363 4 4 0 361 1 1 0
債 　 　 券 69,395 ▲2,870 217 3,087 68,500 ▲3,454 165 3,620
そ  の  他 29,220 ▲869 392 1,262 30,454 ▲1,185 187 1,373

2024年3月末 2024年9月末

帳簿価格 含み損益 帳簿価格 含み損益うち益 うち損 うち益 うち損
満期保有の債券 12,453 ▲152 11 163 13,028 ▲239 3 243

2024年3月 2024年9月

区　　分 開示債権
（a）

開示債権
（a）

保全額
（ｂ）

保全率
（ｂ）/（a）

引当率
(d)/((a)-(c))

担保・保証等
による回 収
見込額（ｃ）

貸倒引当金
（d）

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権 745 652 652 384 267 100.00% 100.00%

危 険 債 権 1,070 983 763 607 156 77.58% 41.46%
要 管 理 債 権 224 222 87 72 14 39.12% 9.52%

三月以上延滞債権 8 8 8 8 ― 100.00% ―
貸出条件緩和債権 215 214 78 64 14 36.71% 9.52%

小 計 （ Ａ ） 2,039 1,859 1,503 1,064 438 80.84% 55.17%
正 常 債 権（ Ｂ ） 109,197 110,193
総与信残高（Ａ）+（Ｂ） 111,237 112,052
開 示 債 権 比 率 1.83% 1.65%



■ 営業店舗一覧

2024年度上半期ディスクロージャー誌
（編集・発行　高鍋信用金庫　総合企画部）

〒884-8666　宮崎県児湯郡高鍋町大字高鍋町673　TEL.0983-32-0693　FAX.0983-23-3527
http：//www.takanabe-shinkin.jp

本　　　店 児湯郡高鍋町大字高鍋町673番地
TEL.0983－22－2222 FAX.22－5473

新 富 支 店 児湯郡新富町富田二丁目91番地
TEL.0983－33－2222 FAX.33－5236

木 城 支 店 児湯郡木城町大字高城1235番地5
TEL.0983－32－2222 FAX.32－2497

川 南 支 店 児湯郡川南町大字川南17701番地53
TEL.0983－27－2222 FAX.27－2017

都 農 支 店 児湯郡都農町大字川北4601番地2
TEL.0983－25－2222 FAX.25－3069

日 向 支 店 日向市鶴町二丁目2番
TEL.0982－53－2222 FAX.52－3651

佐土原支店 宮崎市佐土原町松小路５番地1
TEL.0985－73－2222 FAX.73－3600

宮崎北支店 宮崎市神宮東一丁目2番75号（仮店舗）
宮崎市神宮東一丁目5番25号（2026年春頃・新店舗）
TEL.0985－26－2222 FAX.29－1220

住 吉 支 店 宮崎市大字島之内7156番地1
TEL.0985－39－2222 FAX.39－2689

宮崎東支店 宮崎市吉村町堂ノ後甲2663番地の3
TEL.0985－28－2222 FAX.26－8579

西 都 支 店 西都市大字妻1677番地1
TEL.0983－42－2222 FAX.42－3349

財光寺支店 日向市大字財光寺248番地1
TEL.0982－54－2222 FAX.52－1697

宮崎南支店 宮崎市恒久二丁目15番地19
TEL.0985－51－2222 FAX.52－6813

国 富 支 店 東諸県郡国富町大字本庄1954番地8
TEL.0985－75－2262 FAX.75－8895

門 川 支 店 東臼杵郡門川町西栄町一丁目2番3
TEL.0982－63－5800 FAX.63－6706

大工町支店 宮崎市松橋二丁目176番地1
TEL.0985－26－2240 FAX.26－2197

本 郷 支 店 宮崎市大字本郷南方字石原2101番地1
TEL.0985－56－5411 FAX.56－3934

清 武 支 店 宮崎市清武町西新町10番地7
TEL.0985－85－6333 FAX.85－5599

大 島 支 店 宮崎市阿波岐原町火切塚1459番地3
TEL.0985－27－2266 FAX.27－6200

小 林 支 店 小林市細野2258番地1
TEL.0984－23－3181 FAX.23－4751

高 原 支 店 西諸県郡高原町大字西麓989番地3
TEL.0984－42－1050 FAX.42－4906

えびの支店 えびの市大字栗下167番地3
TEL.0984－35－1011 FAX.25－4061

本店を中心とする児湯店舗

日向市を中心とする県北店舗

宮崎市内店舗

宮崎市に隣接する店舗

店舗を有しない市町村

小林市を中心とする西諸店舗
門 川 支 店

日 向 支 店

財 光 寺 支 店

都 農 支 店

木 城 支 店

川 南 支 店

西 都 支 店

本 店

新 富 支 店

国 富 支 店

佐 土 原 支 店

住 吉 支 店

大 島 支 店

宮 崎 北 支 店

宮 崎 東 支 店

大 工 町 支 店

宮 崎 南 支 店

本 郷 支 店

清 武 支 店

え び の 支 店

小 林 支 店

高 原 支 店

延岡市

旧北川町

門川町

日向市

都農町

西都市

西米良村

綾町

宮崎市

都城市

三股町

日南市

串間市

小林市

旧吉松町

旧栗野町

えびの市

鹿児島県姶良郡湧水町
（旧吉松町に限る）

高原町

新富町

川南町

椎葉村
美郷町

高千穂町

諸塚村

五ヶ瀬町

鹿児島県

大分県

熊
本
県

日
之
影
町

旧
北
方
町

旧
北
浦
町

木
城
町

国
富
町

高鍋町高鍋町


